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１．各事業の中長期経営計画について 

（１）西宮市特有の問題と施設の最適化について 
 

１（指摘事項及び意見） 報告書９２頁 

【指摘事項－１】 平成 26 年度に損失計上すべきであったと考えられる鯨池浄水

場・北山浄水場を含む休止・廃止資産の固定資産減損損失等が計

上されていたと仮定した場合には、当年度未処分利益は 290 百万

円となり、公表数値からは大幅に減少する。 

 

【指摘事項－２】 中長期の経営計画の策定に当たっては、現在の財政状態・経営成

績を正確に把握することが最も重要であるが、例えば固定資産減

損損失が計上されず資産性に疑問が残る固定資産が存在するこ

とや、その結果として、過年度に固定資産減損損失を計上してい

た場合と比較して減価償却費が過大に計上されていると考えら

れることなど、実態とは乖離した財政状態・経営成績を基礎にし

ていることから、水道事業会計の実態把握が十分に行われた上で

計画が策定されたとは言い難い。 

 

【意  見－１】 休止・廃止資産の減損処理等を適切に実施するなど、水道事業会

計の財政状態・経営成績の実態を正確に把握するとともに、現在

策定している中長期の経営計画への影響の有無を調査した上で、

中長期の経営計画の見直しも検討すべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

休止・廃止資産のうち鯨池浄水場については、水道事業において重要な資産に位置付

けていることから、その土地については不動産鑑定を行い、減損損失の計上の要否の判

断を行います。また、他の休止・廃止資産についても、減損損失の計上の要否を改めて

検討します。 

この減損損失の要否の結果を平成３２年度からの次期財政計画に反映させることで

中長期の経営計画の見直しを行ってまいります。 
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２（指摘事項及び意見） 報告書９６頁 

【指摘事項－３】 水道事業会計においては、会計基準の改正に伴う影響額を適用時

点（平成 26 年度）に一括計上しており、水道事業会計の平成 29

年３月 31 日現在の貸借対照表上、退職給付引当金は 1,786 百万

円計上されている。上下水道局は、将来の退職金の支払に備える

ため、段階的に資金を確保するとしているが、現時点ではその資

金は確保されていない。また、支払能力を示す主な財務比率（流

動比率・当座比率・現金預金比率）について、西宮市の指標は全

国平均・類似団体平均に比して非常に低い値となっており、西宮

市の水道事業会計に十分な資金余力（支払能力）が備わっている

と判断できる状況にはない。 

 

【意  見－２】 退職給付引当金に見合う資金の確保を含めた中長期的な資金計

画を策定し、財源の確保に向けた取組みを行うべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

平成２８年８月の水道料金の改定により、資金余力は改善されています。今後は財政

計画に沿って事業を推し進め、退職給付引当金に見合う資金を含めた資金の確保に努め

てまいります。 
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３（指摘事項及び意見） 報告書９９頁 

【指摘事項－４】 上下水道局では、市議会及び市民に対し、所管事務報告や上下水

道事業審議会等を通じて複数パターンの中から選択した基本料

金及び従量料金案の説明を行っているとしているが、市民に対し

ては条例改正案の議決後の料金改定について十分周知、広報が出

来たのか疑問が残る。 

 

【意  見－３】 水道料金は、市民生活に重要な影響を与える事象であることか

ら、上下水道局では、市民に対しても、基本料金及び従量料金案

の決定プロセスについての積極的な開示を行う必要がある。ま

た、条例改正案の議決後の料金改定については、周知、広報を十

分に行い、より理解を得られるように努めるべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

 次回の料金改定時の周知、広報については、他市を参考にしながら効果的、かつ効率

的な方法を検討してまいります。 

 なお本市では、平成２８年３月に「西宮市水道事業ビジョン２０１６」及び「投資・

財政計画」を策定し、この両計画をもって料金改定を実施しており、料金改定後は、毎

年度両計画で掲げた取組みが着実に推進されているかについての進捗管理を実施して

います。 

 進捗管理については、局内の内部評価及び上下水道事業審議会の外部評価を行い、そ

の結果を西宮市のホームページに公表しています。 
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４（意見） 報告書１０２頁 

【意  見－４】 平成 27 年度に策定した「西宮市水道事業ビジョン 2016」におけ

る数値目標（正規職員 154 人）の達成に向け、費用対効果を勘案

しながら、さらにアウトソーシングを推進することによって、水

道事業会計の人件費及び職員数の削減を検討すべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

 水道事業会計の職員数については、事務の効率化等により、「西宮市水道事業ビジョ

ン２０１６」策定時の平成２７年度当初における正規職員数が１７２名であったのが、

平成３０年度当初には１６４名まで減少いたしました。また、職員の給料及び諸手当に

ついても、削減や見直しを行い、人件費の削減に努めております。 

 今後の業務委託については、水道施設の運転管理及び検針審査業務等一般的に民間に

ノウハウが蓄積されている業務については、順次委託化を行い、人件費及び職員数の削

減に努めてまいります。 
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５（指摘事項及び意見） 報告書１０３頁 

【指摘事項－５】 南部地域の一日平均配水量が予測最小値を辿った場合には、平成

30 年度に配水量は 131,944 ㎥／日、平成 40 年度には配水量が

122,800 ㎥／日にまで落ち込み、阪神水道企業団の分賦基本水量

（責任水量）である 131,953 ㎥／日を下回る。阪神水道企業団へ

の分賦金制度に変更がなかった場合、上下水道局は阪神水道企業

団から実際には受水していない水量に係る分賦金を支払うこと

となる。 

 

【意  見－５】 上下水道局は、施設の広域化・共同化の検討も含めたダウンサイ

ジング及び運営管理の効率化の方向性を早期に決定し、それに基

づく将来の給水量の予測を行った上で、阪神水道企業団からの分

賦金制度のあり方について対応を検討すべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

 平成２８年３月に策定した「経営戦略」は、将来の水需要の減少を見込んだ計画とな

っており、市内の施設についても経営戦略に沿って策定した「西宮市水道施設整備計画」

に基づき施設整備を進めています。 

 阪神水道企業団の施設整備については、平成３２年度からの新財政計画の策定に向け

て、構成市の受水量の調査を行い、水需要に合った適正な施設規模について構成市と協

議を重ねて、その結果を計画に反映していくとしています。 

 また、施設の広域化・共同化については、平成２８年度から阪神水道企業団が中心と

なって「最適化研究会」を開催し、構成市間で研究を行っているところです。 

 阪神水道企業団の分賦金のあり方については、新財政計画の策定までに構成市間で方

向性を定めることとなっており、制度及び負担割合について将来の水需要に見合ったも

のとなるように協議を行っています。 
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６（意見） 報告書１１０頁 

【意  見－６】 一般的に「官民連携」は結論ありきで拙速に進めるべき性格のも

のではなく、また、西宮市特有の事情を十分考慮する必要がある

ことから、当面は現在進めている個別委託（複数の業務や施設を

包括的に委託する包括的民間委託を含む）の範囲を拡大すること

が望まれるが、法律の改正等により官民連携に関する様々な可能

性や事例が増えてくる可能性が高いことから、それらの情報収集

や事例分析等を進め、上下水道局にとっての官民連携の最適解を

見つける不断の努力をすべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

 官民連携については、水道法の改正案が国会に提出され、成立すればコンセッション

方式の導入に向けた制度上の環境整備が行われる予定です。 

 本市としましては、官民連携の導入例が非常に少なく、またリスク面の整理等不透明

な部分も多いため、今のところ検討するには至っていない状況です。 

 今後については、事例が出てくることによりノウハウ等も蓄積されてくると思われま

すので、情報収集を行い、研究が必要であれば始めていきたいと考えております。 
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７（指摘事項及び意見） 報告書１１７頁 

【指摘事項－６】 上下水道局は、現在、神戸市等他市と連携して、阪神水道企業団

の猪名川浄水場を活用する方針で他市、阪神水道企業団との調整

交渉を行っているところである。しかし、上記方針は「西宮市工

業用水道施設更新計画」策定後に検討を始め現在に至るため、工

業用水道事業に係る中長期経営計画の策定は先送りしている。 

 

【意  見－７】 上下水道局は、現状稼働している施設の活用方針や新たな施設の

整備方針、料金改定の必要性等を網羅的に検討し、早急に中長期

経営計画の策定を行うべきである。 

 

【意  見－８】 阪神水道企業団の猪名川浄水場を活用する場合に発生する休

止・廃止資産については、利用を停止した段階で固定資産減損損

失を計上する必要がある。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

 阪神水道企業団の猪名川浄水場を活用する案については、最適な施設形態の選定や課

題解決、費用算定のため、平成３０年度も引き続き他市、阪神水道企業団と調整・交渉

を行っております。 

 また、中長期経営計画にあたる経営戦略（計画期間は平成３１年度から平成４０年度）

の策定作業を行っており、平成３０年度中に策定する予定です。 

 休止・廃止資産になった場合については、減損損失の計上の検討を行ってまいります。 
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８（意見） 報告書１２３頁 

【意  見－９】 上下水道局は、下水道事業の収支改善から発生する資金を将来の

設備投資の財源として適正に留保するために、将来の設備投資に

必要な額や設備投資時期を的確に見積り、世代間の公平性を確保

した上で、計画的に建設改良積立金を積み立てるべきである。ま

た、その際には、中期経営計画の中で建設改良積立金の積立方針

等を明記し、分かりやすく説明すべきである。さらに、金利の動

向等も踏まえて、下水道事業費基金の活用も検討すべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

中長期の事業計画から必要となる資金を見積もり、収支計画を作成します。これらを

基に将来負担の公平性を確保した資金計画になるよう建設改良積立金や下水道事業費

基金を有効に活用することを検討してまいります。 
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９（意見） 報告書１２６頁 

【意  見－10】 上下水道局は、水需要が減少する時代に適応するための使用料体

系を検討する必要があり、将来の設備投資の財源を確保するため

に、資産維持費の考え方を導入した上で、下水道使用料の改定を

行うことも選択肢の一つとして検討すべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

 中長期経営計画にあたる経営戦略（計画期間は平成３１年度から平成４０年度）の策

定作業を行っており、平成３０年度中に策定する予定です。 

 その策定作業において、資産維持費の考え方を導入した上で財政計画シミュレーショ

ンを行い、下水道使用料の改定の必要性も検討してまいります。 
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（２）施設設備の老朽化及び耐震化等の計画について 

 

１０（指摘事項） 報告書１２８頁 

【指摘事項－７】 上下水道局の進める耐震化工事等は、現時点で計画通り進行して

いないものもあり、一部に遅れが見られた。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

水道事業では、平成３０年度から工事監理業務を委託するとともに、調査業務や設計

業務の委託化を進めています。また、これまで複数の職員で実施していた水道管布設替

工事に伴う「断通水作業」の一部を工事請負業者が実施できる体制づくりも進めていま

す。このような取り組みにより、職員の業務量を軽減し、計画的に管路の更新工事を発

注できる環境を整備することで、耐震化工事等が計画通り進行するよう改善を図ってま

いります。 

また下水道事業では、施設全体に対する耐震化については進めているものの、中期経

営計画における指標としている施設のうち、重要な管渠については、現場の施工条件な

どにより直ちに実施が困難なものもあります。このため、他の対策を検討するとともに、

枝線の劣化度に応じて緊急性の高い箇所を優先的に実施してまいります。 
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２．料金、使用料の徴収事務及び滞留債権の管理について 

（１）貸倒引当金の過小計上について 
 
１１（意見） 報告書１３１頁 

【意  見－11】 上下水道局では、６ヶ月を超えて未回収となっている未収金を貸

倒懸念債権とし、簡便的に貸倒懸念債権の貸倒実績率を 50％と

して貸倒引当金を計上しているが、６か月を超えて未回収となっ

ている未収金には回収の見込みがないものも多く含まれている

ことから、貸倒実績を考慮し、貸倒率の設定を再検討すべきであ

るといえる。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

 貸倒懸念債権には回収の見込みのない債権も一部含まれますが、これら債権に対して

は、給水停止を最終手段としながら随時督促等により回収に努めております。 

今後は、対象債権と未収金の合理的な計上について整理把握のうえ、また、債権回収

率の推移等を参考にしつつ、貸倒率の設定について慎重に検討を行ってまいります。 
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（２）滞留債権の管理について 

 

１２（意見） 報告書１３２頁 

【意  見－12】 滞留債権の回収については、通知書の送付等市の内規に従った事

務手続にのみとどまっており、債権回収に向けた積極的な取組み

を行うべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

債権回収の取組みについては、支払督促等の法的措置による債権回収の方法が考えら

れますが、特に少額債権の多い上下水道料金に対し、限られた人員、資源の中で、どこ

まで人員、時間、コストをかけ回収することが有効なのか、常に費用対効果が検討され

なければならないと考えております。 

したがいまして、今後も引き続き、費用対効果を考慮しながら、最適な債権回収の手

法について検討のうえ、さらなる債権回収に努めてまいります。 
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３．委託契約、工事請負契約について 

（１）委託契約に関する課題 
 
１３（指摘事項及び意見） 報告書１３５頁 

【指摘事項－８】 平成28年度に上下水道局が締結した委託契約のうち予定価格50

百万円以上の契約の多くが、地方公営企業法施行令第 21 条の 14

の第２号の「性質又は目的が競争入札に適しない」と判断され、

例外的取扱いとされる随意契約が選択されている。また、いずれ

も相見積を徴さない特命随意契約となっている。特命随意契約は

長期に渡って継続する傾向にある。 

 

【意  見－13】 上下水道局では、【指摘事項－８】の特命随意契約について、随

意契約を行う理由、適用法令等についての所定の決裁手続を行っ

ており、また、西宮市契約規則により１者見積りが認められ、あ

るいは、見積書の徴収を省略することが認められると判断してい

る。しかし、相見積を徴収することができない業務を除き、法令・

規則に抵触しないからといって安易に相見積を徴さない特命随

意契約を長期に渡って継続することは、透明性、公平性、公正性

の観点、及び上下水道局の財政を考慮すると、避けるべきである。 

 

【意  見－14】 随意契約依頼書には「随意契約を行う理由」が記載されているが、

随意契約はあくまで例外的取扱いで認められているものであり、

限定的に選択されるべきものであることから、今後も、分離分割

発注を行うことにより入札手続を行うことはできないのか、相見

積を取る余地はないのか等の他の選択肢を採用できない合理的

理由について十分な検討の上、安易に特命随意契約を行わないよ

う留意すべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

平成３０年度に、安易な特命随意契約を避けるべく局内通知を行い、指摘・意見内容

について周知・徹底しました。 
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今後も引き続き、特命随意契約の内容について精査を行い、その可否を十分に協議し、

適用法令の遵守も合わせて、適切な契約方法での契約を実施していくよう努めてまいり

ます。 
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１４（指摘事項及び意見） 報告書１３９頁 

【指摘事項－９】 入札参加者が１者の一般競争入札案件については、事前公表され

た予定価格と契約金額が同額、すなわち、落札率が 100％、ある

いは、ほぼ 100％のものが見受けられた。 

 

【意  見－15】 上下水道局では、委託業務の予定価格の事前公表により、競争性

が低下する可能性があることを踏まえると、少なくとも落札率が

100％、あるいは、ほぼ 100％のものについては、総務省が指摘す

るように、予定価格の事前公表の適否について十分に検討する必

要がある。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

過去の入札結果等により、入札参加者が１者となることが想定されるなど競争性の見

込まれない一般競争入札案件については、予定価格の事前公表の適否について十分検討

してまいります。 
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１５（指摘事項及び意見） 報告書１４２頁 

【指摘事項－10】 委託業務の電子入札導入率は約９割となっており、全体としては

電子入札化の推進が図られている。しかし、高額委託契約のうち、

一般競争入札が行われている契約については、いずれも紙入札が

行われており、委託入札における電子化の推進が完全には行われ

ていない結果となっている。 

 

【意  見－16】 上下水道局では、委託契約について、予定価格の事前公表を行っ

ているが、これと紙入札の組み合わせにより入札手続を行う場

合、入札業者は、紙の入札書を封書にして、開札時に開札場所に

て直接提出することになるが、入札業者が開札場所に１者しか来

ない時には、当該業者のみであることが分かるため、落札率の高

止まりが懸念される。それを防止するためにも参加事業者数が分

からない電子入札の更なる推進が必要である。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

過去の入札結果等により、入札参加者が１者となることが想定されるなど競争性の見

込まれない一般競争入札案件については、原則、参加業者数の分からない電子入札によ

ることとし、電子入札の更なる推進に努めてまいります。 
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１６（指摘事項及び意見） 報告書１４４頁 

【指摘事項－11】 上下水道局では、例えば、「西宮処理場・久寿川ポンプ場外包括

的運転維持管理業務委託契約」において、試行錯誤を重ねて、合

理化を行い、入札方式の見直しを行っているが、結果として、平

成 26 年度以降１者のみの入札参加となり、競争性が十分に確保

できているとはいえない状況にある。 

 

【意  見－17】 上下水道局に対し、【指摘事項－11】の委託契約が平成 26年度以

降１者のみの入札参加となった原因について質問を行ったとこ

ろ、技術提案書類の作成期限が１か月と短かったことが大きかっ

たのではないかとの回答であった。これについては、今後の入札

手続において改善されるべきである。 

 

【意  見－18】 「性能発注の考え方に基づく民間委託のためのガイドライン」

（国土交通省）によると、初期段階の技術力を重視すべき時期と、

技術力が安定し委託料の金額を重視すべき時期によって、発注方

式は見直すべきこととなる。上下水道局では過去において入札方

式の見直しの努力を行っているが、今後も時期によって最適な発

注方式を採用する必要がある。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

ご指摘いただいた以降には入札がありませんが、平成３１年度は次期委託の入札が予

定されております。その入札に向け、平成３０年度は入札参加資格のある事業者へのア

ンケートや近隣団体の対応状況等も調査する予定です。 

この結果を基にこれまで以上に公平性及び競争性の確保が図れる様、入札参加条件、

入札時期、入札方法を検討したいと考えております。 
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１７（指摘事項及び意見） 報告書１４７頁 

【指摘事項－12】 上下水道局では、総額により契約交渉が行われているのみであ

り、委託業者に対し水道メーター個々の契約単価明細書の提出を

求めていない。 

 

【意  見－19】 単価契約の場合には、委託業者より見積書だけでなく、その根拠

となる契約単価明細書を徴取し、予定価格の積算根拠単価との比

較を行うことにより、上下水道局は適切な単価の検証を行う必要

がある。 

 

【意  見－20】 参考メーターについては、条例改正に伴い、所有者の同意を得ら

れたところから順次局メーターに移行することとなったため、将

来的に、移行が完了した際には、検定満期取替等業務委託を、１

つの契約に統合することを検討するべきである。また、移行後は、

業者選定手続の公平性及び公正性を担保するためには、一般競争

入札導入の検討を行うべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

単価契約の場合には、根拠となる契約単価明細書を平成３０年度より徴取しており、

今後も継続することによって、一層適切な単価の検証に努めてまいります。 

参考メーターについては、所有者の同意が得られたところから今後も順次、局メータ

ーへ移行できるように努め、将来的に移行が完了した際には、検定満期取替等業務委託

の統一及び、一般競争入札導入などを慎重に検討してまいります。 
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（２）工事請負契約に関する課題 
 

１８（指摘事項及び意見） 報告書１５２頁 

【指摘事項－13】 請負工事契約の入札結果表を閲覧した結果、入札金額に大差がな

く、落札金額が最低制限価格に近い金額となっている事例、落札

金額が予定価格に近い金額となっている事例が 154 頁表のとお

り散見された。これらの事例は、いずれも、各種積算基準等が公

開されていることや、業者側の積算能力の向上により予定価格が

適切に積算できるようになったものであるが、このような状況で

は、予定価格を容易に推測できる工事においては、厳正な入札手

続が実質的には価格面では差がつかない状況となってしまって

いる。 

 

【意  見－21】 業者が予定価格を容易に推測できる請負工事契約については、技

術評価点を加味して業者を選定する総合評価方式を採用すべき

であるが、予定価額が一定金額以下の契約については、業者及び

担当職員の負担を考慮し、例えば過去の工事検査の平均点数のみ

を加味して業者を選定する評価方式など、現行の総合評価方式よ

りもさらに簡便な評価方式等の入札制度について研究を行い、金

額以外の要素を含めた競争性を促進するとともに、業者の品質管

理に対するモチベーションを向上させる工夫が必要と考える。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

該当する工事の入札状況については、今後も注視していくとともに、総合評価方式の

入札制度については、他の自治体の状況や制度事例についての調査・検証等を行うなど、

競争性の促進と工事品質の向上への工夫について引き続き研究に努めてまいります。 
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１９（指摘事項及び意見） 報告書１５６頁 

【指摘事項－14】 平成 28 年度に上下水道局が締結した工事請負契約のうち予定価

格 50 百万円以上の案件、随意契約の案件、落札率が高い案件を

中心に包括外部監査人が抽出した契約のうち２契約が地方公営

企業法施行令第 21 条の 14 の第２号の「性質又は目的が競争入札

に適しない」、また、４契約が同第６号の「競争入札に付するこ

とが不利と認められる」と判断され、例外的取扱いとされる随意

契約が選択されている。また、いずれも相見積を徴さない特命随

意契約となっている。 

 

【意  見－22】 上下水道局では、【指摘事項－14】の特命随意契約について、随

意契約を行う理由、適用法令等についての所定の決裁手続を行っ

ており、また、西宮市契約規則により１者見積りが認められ、あ

るいは、見積書の徴収を省略することが認められると判断してい

る。しかし、相見積を徴収することができない業務を除き、法令・

規則に抵触しないからといって安易に相見積を徴さない特命随

意契約を長期に渡って継続することは、透明性、公平性、公正性

の観点、及び上下水道局の財政を考慮すると、避けるべきである。 

 

【意  見－23】 随意契約依頼書には、「随意契約を行う理由」が記載されている

が、随意契約はあくまで例外的取扱いで認められているものであ

り、限定的に選択されるべきものであることから、今後も、分離

分割発注を行うことにより入札手続を行うことはできないのか、

相見積を取る余地はないのか等の他の選択肢を採用できない合

理的理由について十分な検討の上、安易に特命随意契約を行わな

いよう留意すべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

 平成３０年度に、安易な特命随意契約を避けるべく局内通知を行い、指摘・意見内容

について周知・徹底しました。 

今後も引き続き、特命随意契約の内容について精査を行い、その可否を十分に協議し、

適用法令の遵守も合わせて、適切な契約方法での契約を実施していくよう努めてまいり

ます。 
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２０（指摘事項及び意見） 報告書１５８頁 

【指摘事項－15】 不落随契案件において、入札公告に基づく落札候補者の入札参加

資格審査及び審査書類の作成は行われていたが、決裁手続の漏れ

があった。 

 

【意  見－24】 【指摘事項－15】の落札候補者の入札参加資格審査は、契約の可

否を判断する重要な手続である。契約前のチェックリストを作成

し、手続に漏れが無いようにする等の工夫が必要である。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

担当職員への周知徹底を行うとともに、複数の職員でのチェックを徹底するなど手続

きに漏れがないよう努めてまいります。 
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４．財産及び物品の管理について 

（１）固定資産の取得、売却手続 
 
２１（指摘事項及び意見） 報告書１５９頁 

【指摘事項－16】 上下水道局の平成 27 年度決算において、固定資産取得に係る予

算執行額合計 4,923,516 千円に対して固定資産システムの取得

額合計が 4,564,250 千円となっており、359,265 千円の差異が生

じていた。当時の状況としては、固定資産システムの帳簿原価積

算作業の完了が決算締切の直前であり、差異原因を特定し、帳簿

価額を修正することは時間的に困難であったため、貸借対照表上

は、当該差異額を「建設仮勘定」に仮置きしていた。 

 

【意  見－25】 今後は、このような事象が発生しないよう、上下水道局が改善の

ための取組みとして挙げた、担当職員の数を増やして作業分担に

よる効率化を図ること、固定資産事務担当部門・工事担当部門・

財務部門による相互的かつ複数視点からのチェック体制を整え

ること、マニュアルを整備し引継ぎ等がスムーズに行える体制を

整えることを徹底する必要がある。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

相互的かつ複数の視点からのチェック体制を整えるとともに、作業分担による効率化

を図っております。 

また、マニュアルの作成作業を行っており、今後引継ぎ等がスムーズに行われる体制

を整えております。 
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２２（指摘事項及び意見） 報告書１６１頁 

【指摘事項－17】 上下水道局では、固定資産の計上、又は、建設仮勘定から固定資

産本勘定への振替の根拠となる「事業の用に供され始めた時期」

の報告書類は十分に整備されていない。 

 

【意  見－26】 固定資産の計上、又は、建設仮勘定から固定資産本勘定への振替

時期は、減価償却計算において重要な意味をもつものであり、「事

業の用に供され始めた時期」の報告書類が網羅的に作成されるよ

う、固定資産マニュアルに織り込む必要がある。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

平成２９年度決算より、建設仮勘定からの振替時に完了した工事について報告を求め

るように手続きを変更しました。今後は振替依頼の内容の精査を図ってまいります。 
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２３（指摘事項及び意見） 報告書１６３頁 

【指摘事項－18】 上下水道局では、固定資産の定期的な実査や完工図と固定資産台

帳との照合作業を行っておらず、固定資産の管理が不十分である

ことから、固定資産の除却処理手続について不備が発見された。 

 

【指摘事項－19】 平成 28 年度に除却処理した取引のうち、北六甲台公共汚水桝改

築更新工事は、平成 25 年度より順次更新工事が実施され、実際

には既に資産が撤去されていたが、当該資産の除却処理が過年度

に適切に行われておらず、当事業年度に一括して実施されてい

た。また、当該取引と同様の取引が見受けられた。 

 

【指摘事項－20】 当事業年度に除却処理を行うために稟議決裁を平成29年３月31

日付で得ていたが、工事担当課からの除却資産の情報提供が決算

時期に間に合わなかったため、当事業年度に除却処理が行えず、

翌事業年度に除却処理を繰り越している取引が発見された。 

 

【指摘事項－21】 固定資産台帳への資産計上が漏れていたため、実際に資産を撤去

した数と固定資産台帳上除却した数が異なっていた。 

 

【意  見－27】 固定資産の定期的な実査や完工図と固定資産台帳の照合作業を

行い、保有している資産の状況を正確に把握した上で固定資産台

帳に適時適切に反映すべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

 固定資産の登録及び除却については、工事担当課と下水管理課により登録内容の確認

を複数回実施し、完工図と固定資産台帳との不整合がないよう、確認体制の改善を図り

ました。 
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（２）休止・廃止資産の有効活用について 
 

２４（指摘事項及び意見） 報告書１６６頁 

【指摘事項－22】 休止・廃止状態の施設であるにも関わらず、除却又は減損処理が

行われず、固定資産に計上されているものが見受けられた。 

 

【指摘事項－23】 休止・廃止資産について将来の計画が未定であるものや、明確に

定められていないものが見受けられた。 

 

【意  見－28】 固定資産の定期的な現地調査を実施し、休止・廃止資産を網羅的

に把握し、休止・廃止となった経緯、現在の状況及び今後の利活

用を検討した上で、売却もしくは利活用が可能なものについて

は、それに向けた計画を策定し、不可能なものについては将来の

財政負担を把握すべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

予算編成時に新たに休止・廃止になる施設について確認するとともに、除却等必要な

処理を行います。また、休止・廃止資産の有効活用についても引き続き検討してまいり

ます。 
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（３）棚卸資産の管理について 
 
２５（指摘事項及び意見） 報告書１７２頁 

【指摘事項－24】 貯蔵品について、新品、撤去品、再生品の区分があり、各々受入

価額の設定が大きく異なるにも関わらず、受払簿上は、同一品種

について区分されずまとめて処理されることから、移動平均法に

基づく単価が適切に算定されているか否かという点については

疑問が残る。 

 

【意  見－29】 同一品種であっても、新品、撤去品、再生品といった受入価格の

算定方法が異なる品目がある場合には、例えば各々異なる品目コ

ードを設定し、別々に受払簿を作成するなどの対応を図り、移動

平均法に基づく払出単価を適切に算定すべきである。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

貯蔵品について、同一品種で受入価格の算定方法が異なる品目は、平成３１年度より、

各々異なる品目コードを設定し、別々に受払簿を作成し払出単価を算定する予定で、改

善を図ってまいります。 
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５．会計処理について 

（１）固定資産の減損会計について 
 
２６（指摘事項） 報告書１７６頁 

【指摘事項－25】 上下水道局にて、減損損失の計上要否を検討するための手続が不

十分であり、減損損失が網羅的に計上されていない可能性があ

る。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

予算編成時に新たに休止・廃止になる施設について、今後の有効活用等について確認

し、減損損失の計上の要否を判断してまいります。 
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２７（指摘事項及び意見） 報告書１７７頁 

【指摘事項－26】 上下水道局では、24 億円程度の固定資産減損損失が計上されて

いないものと推察される。また、減損損失の計上対象である固定

資産が、過去において既に遊休となっていたものが多いことか

ら、平成 26 年度において減損損失を計上すべきものが含まれて

いることとなる。 

 

【意  見－30】 上下水道局においては、減損損失の計上要否について再検討する

必要がある。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

休止・廃止資産のうち鯨池浄水場については、水道事業において重要な資産に位置づ

けていることからその土地については鑑定評価を行い、減損損失の計上の要否の判断を

行います。また、他の休止・廃止資産についても、減損損失の計上の要否を改めて検討

してまいります。 
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（２）取替法を採用する資産の会計処理について 
 
２８（意見） 報告書１８１頁 

【意  見－31】 旧取替法対象資産のうち、現時点で耐用年数が経過しているもの

については、いまだ事業の用に供している事実があるにも関わら

ず、残存価額に対する減価償却計算が行われることはなく、将来

の取替時点まで費用計上が繰り延べられる状況にあることから、

残存予測使用可能年数に基づき償却を行う等の検討を行うべき

である。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

旧取替法対象資産について、残存予測使用可能年数に基づき平成３０年度より償却を

行うよう変更していきます。 
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（３）下水道施設更新において発生した地下埋設物の処分費用の会計処理 
 
２９（指摘事項及び意見） 報告書１８４頁 

【指摘事項－27】 平成 28 年度の下水道事業会計において、枝川浄化センター急速

ろ過施設の更新において発生した地下埋設物の撤去に伴う処分

費用 165,152 千円が更新資産の取得価額に含まれていた。施設の

更新時に発生する地下埋設物の撤去に伴う処分費用は、当該地下

埋設物の資産除却損に付随する損失として、処分時に一括損失処

理すべきものと考える。 

 

【意  見－32】 上下水道局の施設においては地下埋設物が多く存在するため、今

後も各事業の中長期経営計画に基づき、老朽化した施設の更新を

行う際には、これに付随して地下埋設物の撤去に伴う処分費用が

多く発生するものと考えられる。補助金の交付を受けるため、ま

た、地方債の起債のために地下埋設物の撤去に伴う処分費用を資

産計上することが、認められるのかどうかについては慎重に再検

討することが必要である。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

他市照会を行い、各市の状況を確認し、今後検討を行う予定です。 
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（４）退職給付引当金について 
 
３０（指摘事項及び意見） 報告書１８８頁 

【指摘事項－28】 水道事業会計、工業用水道事業会計及び下水道事業会計（以下、

「水道事業会計等」という。）において退職手当を支給した金額

のうち、本来、水道事業会計等以外の会計（以下、「一般会計等」

という。）で負担すべき金額が、一般会計等において退職手当を

支給した金額のうち、本来、水道事業会計等で負担すべき金額よ

りも 142,543 千円過大（平成 24 年度～平成 28年度の５年間の合

計額）となっていた。 

 

【意  見－33】 水道料金等の算定基礎となっている水道事業会計等において、本

来、一般会計等において負担すべき退職給付引当金を計上してい

ることは、不合理と考えざるを得ない。職員の在籍期間に基づい

て水道事業会計等と一般会計等が負担すべき金額を合理的に算

定し、一般会計等の合意を得た上で、負担方法や退職給付引当金

の会計処理方法を決定する必要がある。 

（上下水道局） 

 

（講じた措置） 

【上下水道局】 

 退職手当について、西宮市（上下水道局を含む）では、西宮市の職員として採用され

てからの期間を通算した全額を、当該職員が最後に所属していた会計にて一括して負担

する取扱いとなっていますが、平成３１年度からは、当該職員の在籍期間に基づいて水

道事業会計等と一般会計等が負担すべき金額を合理的に算定し、各会計にて負担するよ

う市長部局等と協議を行っています。 

また、退職給付引当金の計上についても、上記の算定方法に基づき計上を行うよう市

長部局等と協議を行っています。 

 


